
P A Certified Public Tax Accountant�s Office
パ
ワ
ー
ア
ラ
イ
ア
ン
ス
税
理
士
事
務
所

 Aワ
P パ

ワ
P Aパ

 
 

 Ac税

 
 ax Aス

 
c Ta ン

 blic 
 

ア

 Pub 
 

イ

 
e

ラ

 
tifieアd 

 
 

ラ

 Aワ

税

d Public Tax Acス
ン
ア
イ
ラ

 Certifieアー
ワ

 A Cワ
 ffic所

s Of務

 
 

 
nt事

 
 

 
nta士

 
 

 cou理

 
 

 cc税

所

s Office務
事

 
 

 ccountant士
理
税

s 事�

編 集 発 行 人
パワーアライアンス税理士事務所
税理士  若 杉 治
〒151-0073
東京都渋谷区笹塚3-37-1

第1花井ビル2F
TEL  03（5365）4744㈹
FAX  03（5365）4745
E-mail info@wakasugi.zei-mu.net

7 2019（令和元年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月10日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�7月16日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付� 7月31日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 7月31日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 7月31日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月10日
労　務／�労働保険料（概算・確定）申告書の提出・（全

期・１期分）の納付� 7月10日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月16日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）� 7月31日

　ふるさと納税における、寄附を得るための
自治体間のいきすぎた「返礼品競争」を是正
し、制度の健全な発展に向けて、今年６月以
後の寄附から、総務大臣が指定した自治体へ
の寄附のみがふるさと納税の対象とされてい
ます。返礼品は、寄附額に対する還元率３割
以下で、地場産品とされました。

ワンポイント ふるさと納税の見直し

7 月 の 税 務 と 労 務7月 （文月）JULY

15日・海の日
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７月号─2

　
高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度

は
、
高
度
の
専
門
的
知
識
等
を
有
す

る
労
働
者
を
対
象
と
し
、
一
定
の
要

件
を
満
た
す
場
合
に
、
労
働
基
準
法

に
定
め
ら
れ
た
労
働
時
間
、
休
憩
、

休
日
及
び
深
夜
の
割
増
賃
金
に
関
す

る
規
定
を
適
用
し
な
い
も
の
と
す
る

制
度
で
す
。
今
回
は
、
対
象
者
・
対

象
業
務
お
よ
び
導
入
時
の
注
意
点
等

を
説
明
し
ま
す
。

一
　
対
象
範
囲

㈠
　
対
象
労
働
者

　
次
の
要
件
を
満
た
す
者
が
対
象
労

働
者
と
さ
れ
ま
す
。

①
　
使
用
者
と
の
間
の
合
意
に
基
づ

き
職
務
が
明
確
に
定
め
ら
れ
て
い

る
こ
と

　
使
用
者
は
、
業
務
の
内
容
・
責
任

の
程
度
・
求
め
ら
れ
る
成
果
の
内
容

を
明
ら
か
に
し
た
書
面
に
労
働
者
の

署
名
を
受
け
る
こ
と
に
よ
り
、
職
務

の
範
囲
に
つ
い
て
労
働
者
の
合
意
を

得
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
な
お
、「
職
務
が
明
確
に
定
め
ら

れ
て
い
る
こ
と
」
と
は
、
以
下
の
要

件
を
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
　
業
務
の
内
容
、
責
任
の
程
度
及

び
職
務
に
お
い
て
求
め
ら
れ
る
成

果
そ
の
他
の
職
務
を
遂
行
す
る
に

当
た
っ
て
求
め
ら
れ
る
水
準
が
具

体
的
に
定
め
ら
れ
て
お
り
、
対
象

労
働
者
の
職
務
の
内
容
と
そ
れ
以

外
の
職
務
の
内
容
と
の
区
別
が
客

観
的
に
な
さ
れ
て
い
る
こ
と

・
　
業
務
の
内
容
が
具
体
的
に
定
め

ら
れ
て
お
り
、
使
用
者
の
一
方
的

な
指
示
に
よ
り
業
務
を
追
加
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
こ
と

・
　
働
き
方
の
裁
量
を
失
わ
せ
る
よ

う
な
業
務
量
や
成
果
を
求
め
る
も

の
で
は
な
い
こ
と

②
　
使
用
者
か
ら
確
実
に
支
払
わ
れ

る
と
見
込
ま
れ
る
一
年
間
当
た
り

の
賃
金
の
額
が
少
な
く
と
も
一
、〇

七
五
万
円
以
上
で
あ
る
こ
と

　
賃
金
に
つ
い
て
は
、
指
針
に
よ
り

定
め
ら
れ
た
次
の
取
り
扱
い
に
も
注

意
を
要
し
ま
す
。

・
　
個
別
の
労
働
契
約
又
は
就
業
規

則
等
に
お
い
て
、
名
称
の
如
何
に

係
わ
ら
ず
、
具
体
的
な
額
を
も
っ

て
支
払
わ
れ
る
こ
と
が
約
束
さ
れ
、

支
払
わ
れ
る
こ
と
が
確
実
に
見
込

ま
れ
る
賃
金
は
全
て
含
ま
れ
る
。

・
　
労
働
者
の
勤
務
成
績
、
成
果
等

に
応
じ
て
支
払
わ
れ
る
賞
与
や
業

績
給
等
、
そ
の
支
給
額
が
あ
ら
か

じ
め
確
定
さ
れ
て
い
な
い
賃
金
は

含
ま
れ
な
い
。

・
　
賞
与
や
業
績
給
に
お
い
て
支
払

わ
れ
る
こ
と
が
確
実
に
見
込
ま
れ

る
最
低
保
障
額
が
定
め
ら
れ
て
い

る
場
合
に
は
、
そ
の
最
低
保
障
額

は
含
ま
れ
る
。

・
　
一
定
の
具
体
的
な
額
を
も
っ
て

支
払
う
こ
と
が
約
束
さ
れ
て
い
る

手
当
は
含
ま
れ
る
が
、
支
給
額
が

減
少
し
得
る
手
当
は
含
ま
れ
な
い
。

③
　
対
象
労
働
者
は
、
対
象
業
務
に

常
態
と
し
て
従
事
し
て
い
る
こ
と

が
原
則
で
あ
り
、
対
象
業
務
以
外

の
業
務
に
も
常
態
と
し
て
従
事
し

て
い
る
者
は
対
象
労
働
者
と
は
な

ら
な
い
こ
と

㈡
　
対
象
業
務
の
要
件

　
対
象
と
な
る
業
務
は
、
働
く
時
間

帯
の
選
択
や
時
間
配
分
に
つ
い
て
自

ら
が
決
定
で
き
る
広
範
な
裁
量
が
労

働
者
に
認
め
ら
れ
て
い
る
業
務
で
な

け
れ
ば
な
ら
ず
、
対
象
業
務
に
従
事

す
る
時
間
に
関
し
使
用
者
か
ら
具
体

的
な
指
示
を
受
け
て
行
う
も
の
は
含

ま
れ
ま
せ
ん
。

　
こ
の
「
具
体
的
な
指
示
」
と
は
、

労
働
者
か
ら
対
象
業
務
に
従
事
す
る

時
間
に
関
す
る
裁
量
を
失
わ
せ
る
よ

う
な
指
示
を
い
い
、
働
く
時
間
帯
の

選
択
や
時
間
配
分
に
関
す
る
裁
量
を

失
わ
せ
る
よ
う
な
成
果
・
業
務
量
の

要
求
、
納
期
・
期
限
を
設
定
す
る
こ

と
や
作
業
工
程
・
手
順
等
の
日
々
の

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
関
す
る
指
示
を
す

る
こ
と
等
が
該
当
し
ま
す
。

　
な
お
、
使
用
者
が
対
象
労
働
者
に

対
し
業
務
の
開
始
時
に
そ
の
業
務
の

目
的
、
目
標
、
期
限
等
の
基
本
的
事

項
の
指
示
や
、
中
途
に
お
い
て
経
過

の
報
告
を
受
け
つ
つ
こ
れ
ら
の
基
本

的
事
項
に
つ
い
て
所
要
の
変
更
の
指

示
を
す
る
こ
と
は
可
能
で
す
。

　
ま
た
、
対
象
業
務
は
、
部
署
が
所

掌
す
る
業
務
全
体
で
は
な
く
、
対
象

と
な
る
労
働
者
に
従
事
さ
せ
る
こ
と

と
す
る
業
務
を
い
い
ま
す
。

　
し
た
が
っ
て
、
対
象
業
務
の
語
句

（
例
え
ば
、後
述
す
る「
研
究
」、「
開
発
」）

に
対
応
す
る
語
句
を
そ
の
名
称
に
含

む
部
署
（
例
え
ば
、「
研
究
開
発
部
」）

に
お
い
て
行
わ
れ
る
業
務
の
全
て
が

高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
（
労
働
基
準
法
）
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対
象
業
務
に
該
当
す
る
も
の
で
は
な

く
、
対
象
労
働
者
が
従
事
す
る
業
務

で
判
断
し
ま
す
。

㈢
　
具
体
的
な
対
象
業
務

①
　
金
融
工
学
等
の
知
識
を
用
い
て

行
う
金
融
商
品
の
開
発
の
業
務

②
　
資
産
運
用
（
指
図
を
含
む
）
の

業
務
又
は
有
価
証
券
の
売
買
そ
の

他
の
取
引
の
業
務
の
う
ち
、
投
資

判
断
に
基
づ
く
資
産
運
用
の
業
務
、

投
資
判
断
に
基
づ
く
資
産
運
用
と

し
て
行
う
有
価
証
券
の
売
買
な
ど

③
　
有
価
証
券
市
場
に
お
け
る
相
場

等
の
動
向
又
は
有
価
証
券
の
価
値

等
の
分
析
、
評
価
又
は
こ
れ
に
基

づ
く
投
資
に
関
す
る
助
言
の
業
務

④
　
顧
客
の
事
業
の
運
営
に
関
す
る

重
要
な
事
項
に
つ
い
て
の
調
査
又

は
分
析
及
び
こ
れ
に
基
づ
く
事
項

に
関
す
る
考
案
又
は
助
言
の
業
務

⑤
　
新
た
な
技
術
、
商
品
又
は
役
務

の
研
究
開
発
の
業
務

二
　
導
入
手
順

　
高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度

を
導
入
す
る
と
き
は
、
以
下
の
流
れ

に
沿
っ
た
適
切
な
プ
ロ
セ
ス
を
踏
ん

で
い
き
ま
し
ょ
う
。

㈠
　
労
使
委
員
会
を
設
置
す
る

　
制
度
導
入
の
際
は
、
対
象
と
な
る

事
業
場
に
お
い
て
労
使
委
員
会
を
設

置
し
、運
営
の
ル
ー
ル
を
定
め
ま
す
。

　
労
使
委
員
会
は
、
労
働
者
を
代
表

す
る
委
員
と
、
使
用
者
を
代
表
す
る

委
員
で
構
成
し
ま
す
。
人
数
は
、
労

働
者
代
表
委
員
が
半
数
を
占
め
て
い

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
使
用
者
代

表
委
員
は
使
用
者
側
の
指
名
に
よ
り

選
出
さ
れ
ま
す
が
、
労
働
者
代
表
委

員
は
、
事
業
場
の
過
半
数
労
働
組
合

又
は
過
半
数
労
働
組
合
が
な
い
事
業

場
に
お
い
て
は
過
半
数
代
表
者
か
ら
、

任
期
を
定
め
て
指
名
を
受
け
ま
す
。

㈡
　
労
使
委
員
会
で
決
議
を
す
る

　
労
使
委
員
会
で
は
「
労
使
委
員
会

で
決
議
す
べ
き
項
目
」
の
決
議
事
項

（
次
の
十
項
目
）
に
つ
い
て
、
委
員

の
五
分
の
四
以
上
の
多
数
に
よ
り
決

議
を
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

①
　
対
象
業
務

②
　
対
象
労
働
者
の
範
囲

③
　
健
康
管
理
時
間
の
把
握

　
対
象
労
働
者
の
健
康
管
理
時
間（
事

業
場
内
に
い
た
時
間
と
事
業
場
外
で

労
働
し
た
時
間
の
合
計
を
い
い
ま
す
）

を
把
握
す
る
措
置
を
使
用
者
が
実
施

す
る
こ
と
及
び
当
該
事
業
場
に
お
け

る
健
康
管
理
時
間
の
把
握
方
法
（
健

康
管
理
時
間
か
ら
除
く
こ
と
と
し
た

労
働
時
間
以
外
の
時
間
の
把
握
方
法

を
含
む
）
を
決
議
で
明
ら
か
に
し
ま

す
。

④
　
休
日
の
確
保

　
年
間
一
〇
四
日
以
上
、
か
つ
、
四

週
間
を
通
じ
四
日
以
上
の
休
日
を
与

え
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

⑤
　
選
択
的
措
置

　
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
措
置

を
決
議
で
定
め
て
実
施
し
ま
す
。

イ
　
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
の
確
保

（
一
一
時
間
以
上
）
＋
深
夜
業
の
回

数
制
限
（
一
か
月
に
四
回
以
内
）

ロ
　
健
康
管
理
時
間
の
上
限
措
置

（
一
週
間
当
た
り
四
〇
時
間
を
超

え
る
時
間
が
、
一
か
月
に
つ
い
て

一
〇
〇
時
間
以
内
又
は
三
か
月
に

つ
い
て
二
四
〇
時
間
以
内
）

ハ
　
一
年
に
一
回
以
上
の
連
続
二
週

間
の
休
日
を
与
え
る
こ
と
（
本
人

が
請
求
し
た
場
合
は
連
続
一
週
間

×
二
回
以
上
）

ニ
　
臨
時
の
健
康
診
断
（
一
週
間
当

た
り
四
〇
時
間
を
超
え
た
健
康
管

理
時
間
が
一
か
月
当
た
り
八
〇
時

間
を
超
え
た
労
働
者
又
は
申
出
が

あ
っ
た
労
働
者
が
対
象
）

⑥
　
健
康
管
理
時
間
の
状
況
に
応
じ

た
健
康
・
福
祉
確
保
措
置

⑦
　
対
象
労
働
者
の
同
意
の
撤
回
に

関
す
る
手
続

⑧
　
苦
情
処
理
措
置

⑨
　
不
利
益
取
扱
い
の
禁
止

⑩
　
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
事
項
（
次
の
イ
か
ら
ニ
）

イ
　
決
議
の
有
効
期
間
の
定
め
及
び

当
該
決
議
は
再
度
決
議
を
し
な
い

限
り
更
新
さ
れ
な
い
こ
と
。

ロ
　
労
使
委
員
会
の
開
催
頻
度
及
び

開
催
時
期

ハ
　
常
時
五
〇
人
未
満
の
事
業
場
で

あ
る
場
合
に
は
、
労
働
者
の
健
康

管
理
等
を
行
う
の
に
必
要
な
知
識

を
有
す
る
医
師
を
選
任
す
る
こ
と
。

ニ
　
労
働
者
の
同
意
そ
の
他
一
定
事

項
に
関
す
る
記
録
を
決
議
の
有
効

期
間
中
及
び
そ
の
満
了
後
三
年
間

保
存
す
る
こ
と
。

㈢
　
決
議
を
労
働
基
準
監
督
署
長
に

届
け
出
る

　
導
入
後
は
半
年
に
一
度
定
期
報
告

が
必
要
で
す
。

㈣
　
対
象
労
働
者
の
同
意
を
書
面
で

得
る

㈤
　
対
象
労
働
者
を
対
象
業
務
に
就

か
せ
る

㈥
　
決
議
の
有
効
期
間
の
満
了

　
継
続
す
る
場
合
は
、
㈡
以
降
を
繰

り
返
し
ま
す
。

　
詳
細
は
、
厚
生
労
働
省
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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　日本年金機構は今年３月、「適用事業所
が提出する届出等における添付書類及び押
印等の取扱いについて」の通達を出し、社
会保険の適用事業所が提出する届出等にお
ける添付書類並びに被保険者とその被扶養
者に係る署名及び押印等の取扱いを変更
（廃止・省略）することとしました。
１　添付書類の廃止
　資格取得・喪失届及び被保険者報酬月額
変更届の届出の受付年月日より60日以上
遡る場合又は既に届出済である標準報酬月
額を大幅に引き下げる場合について、添付
書類は求めないこととされました。
〈参考〉
　従来は、受付年月日より60日以上遡る
場合や標準報酬月額が大幅（５等級以上）
に下がる場合に、法人の役員であるか否か
に応じて、賃金台帳・出勤簿や株主総会ま

たは取締役会の議事録などの添付書類を求
められていました。
　なお、添付書類の廃止に伴う適正な届出
処理の確認は、年金事務所が適用事業所の
調査を重点的に行うこととされています。
２　署名・押印等の取扱い
　以下の届書については、事業主において、
申請者本人が当該届出を提出する意思を確
認した旨を各届書の備考欄に記載すること
により、申請者署名欄の本人署名又は押印
を省略することとされました。
　また、電子申請及び電子媒体による申請
においては、委任状が省略されました。
・被扶養者（異動）届、第３号被保険者関
係届
・年金手帳再交付申請書
・養育期間標準報酬月額特例申出書・特例
終了届（特例の申出・終了を行う場合）
　９月１日までは従前の取扱いとする年金
事務所もありますので、開始時期は年金事
務所等にご確認下さい。

社会保険の� �
手続き取扱い変更

　今年４月より、雇用・労働分野の助成金
（厚生労働省実施）に関し、不正受給対策
の強化が行われています。
１　違約金の新設
　不正受給額の返還の際、不正受給額や延
滞金のほか、新たに違約金（返還額の20％
相当額）も請求されることとなりました。
２　不支給期間の延長・対象拡大
　不正受給があった場合、不支給決定日等
から原則として５年間（従来は３年間）は、
助成金を支給しないこととされました。ま
た、申請事業主の役員等に、他社の役員等
として不正受給に関与した役員等がいる場
合も、５年間は申請することができません。
３　社会保険労務士・代理人等への対応
　事業主のほか、不正に関与した社会保険
労務士、代理人又は訓練実施者への返還請
求の実施・名称公表・不支給決定日等から
５年間の不受理など、事業主以外の者に対
する不正受給対策の強化も行われています。
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